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１．河川の概要
（１）流域の概要

－1－
信濃川水系縦断図（図1-1）
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信濃川水系流域図（図1-2）

○水 源 ：甲武信ヶ岳（標高2,475m)

○流域面積 ：11,900km2

○幹川流路延長：367km

こ ぶ し が たけ

・信濃川は、その源を長野、山梨、埼玉県境の甲武信ヶ岳(標高2,475m)に発し、長野県では千曲川と呼ばれ、長
野県・新潟県を貫流し、日本海に注ぐ幹川流路延長367km、流域面積11,900km2の一級河川である。

・千曲川左支川犀川の左支川高瀬川上流に大町ダム(国)、七倉ダム(東電)、高瀬ダム(東電)がある。
・流域には、地方中心都市の長野市、松本市や政令指定都市新潟市を抱える。山間狭窄部での洪水流下の阻害等

により、氾濫被害が生じやすい。(図1-1)

(図1-1、図1-2)

こ ぶ し が たけ

たか せ がわさい がわ なな くら たか せ
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１．河川の概要

主要洪水の状況（写真1-1）

（２）過去の災害実績

・信濃川上流部（長野県内）において、昭和57年9月洪水、昭和58年9月洪水など、死傷者・家屋被害などの甚大
な被害がでる洪水が発生。 (表1-1、写真1-1)

・近年も、平成16年10月洪水では浸水家屋454戸、平成18年7月洪水では浸水家屋109戸、平成25年9月洪水では浸
水家屋18戸の被害が発生。(表1-1、写真1-1 ）

既往の主要な洪水及び被害状況[信濃川上流部(長野県内)]（表1-1）

発生年月
（出水要因）

立ヶ花地点
【上流域雨量】
（mm/2日）

立ヶ花地点
【実績流量】

（m3/s）
主な被害状況

昭和57年9月（1982年）
（台風）

165.6 6,754

死傷者 ：54名
全半壊 ：2戸
床上浸水：3,794戸
床下浸水：2,425戸

昭和58年9月（1983年）
（台風）

176.5
7,440

（既往最大）

死傷者 ：9名
全半壊 ：15戸
床上浸水：3,891戸
床下浸水：2,693戸

平成16年10月（2004年）
（前線）

162.1 5,662

死傷者 ：なし
全半壊 ：2戸
床上浸水：31戸
床下浸水：423戸

平成18年7月（2006年）
（前線）

180.4 6,021

死傷者 ：なし
全半壊 ：7戸
床上浸水：13戸
床下浸水：96戸

平成25年9月（2013年）
（台風）

109.6 3,483

死傷者 ：なし
全半壊 ：なし
床上浸水：1戸
床下浸水：17戸

たて が はな たて が はな

平成18年7月洪水時における犀川
の水防工法実施状況（安曇野市）

平成18年7月洪水時における
中野市替佐地区の浸水状況

平成16年10月洪水時における
中野市替佐地区の浸水状況

かえ さかえ さ

あ づみ の

昭和58年9月洪水時における
千曲川本川の破堤状況

柏尾地区

戸狩地区

昭和57年9月洪水時における
支川樽川の破堤状況

たる かわ

－2－

破堤地点 破堤地点

←千曲川

平成25年9月洪水時における千曲川
の水防工法実施状況（飯山市）

ま
だ
ら
お
が
わ
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２．事業概要

事業イメージ

七倉ダム

新高瀬川発電所

大町ダム

中の沢発電所

大町発電所

発電容量 1,383万m3

堆砂容量

発電容量
1,586万m3

洪水調節容量
2,000万m3

堆砂容量

（揚水式発電）

大町ダムの水道容量67万m3（最大補給量

0.21 m3/s）を洪水調節容量に活用

高瀬・七倉ダムの発電容量のうち、
1,200万m3を洪水調節容量に活用

濁沢
不動沢

高瀬ダム

既堆砂

死水容量

既堆砂

死水容量

堆砂容量

不特定容量 660万m3

水道容量 180万m3

発電容量（専用） 50万m3

既設の旧導水路の活用 約5km

トンネルの新設 約７km

ベルトコンベアの設置 約１４km

土砂搬出施設の整備
・トンネルの新設 約 ７km
・ベルトコンベアの設置 約１４km

など

（１）事業の経緯

－3－

・事業箇所 長野県大町市(信濃川水系高瀬川）
・事業目的 洪水調節（犀川、千曲川、信濃川の洪水軽減）
・事業内容 既設ダムを活かした洪水調節機能の確保 (図2-1)

・既存の発電ダム（高瀬ダム、七倉ダム）の発電容量の一部（1,200万m3 ）、既設の多目的ダム
（大町ダム）の水道容量の一部（67万m3 ）を洪水調節容量に振り替え（計1,267万m3）、操作
ルールを変更して治水効果を向上

・安定的に治水・利水機能を発揮するための土砂対策を実施

さい がわ

たか せ なな くら

たか せ がわ

※

事業イメージ図（図2-1）

（２）事業の概要

・大町ダムは昭和61年3月に完成。平成26年1月に信濃川水系河川整備計画を策定し、「大町ダム等の既設ダムを
有効活用し、新たに洪水調節機能を確保することについて、調査・検討の上、必要な対策を実施する。このこ
とにより、昭和58年9月洪水と同規模の洪水が発生した場合、立ヶ花地点における流量7,600㎥/sのうち、既設
ダムと併せた洪水調節後の流量は7,300㎥/sとなる」と規定。

濁沢

不動沢

※土砂搬出施設の整備など

たて が はな

たか せ

ななくら



３．事業の進捗状況
（１）事業採択年、事業進捗状況

－4－

年度 調査・検討の経緯

平成27年度 施設概略検討（土砂対策検討）、環境調査等を実施
・土砂対策の検討として、貯水池の堆積土砂調査（貯水池ボーリング）、高瀬ダム貯水
池への粒径別流入土砂量の検討（土砂の量と質を把握）などを実施した。

・環境調査では、貯水池周辺及び高瀬川において、動植物調査の現地調査を実施した。

平成28年度 施設検討（土砂対策検討）、環境調査等を実施
・土砂対策の検討として、貯水池内の堆砂予測モデル作成、堆砂シミュレーション予測、
土砂搬出計画を検討した。

・地質調査として、トンネル予定ルートの地質踏査、貯砂ダム予定箇所のボーリング調
査等を実施した。

・環境調査では、貯水池及び高瀬川において、動植物調査の現地調査を実施した。

平成29年度 施設検討（土砂対策検討）、環境調査等を実施（予定）
・土砂対策検討として、最適な土砂搬出・処理計画の検討、必要な土砂対策施設設計を
実施予定。

・地質調査として、トンネル予定ルートのボーリング調査等を実施予定。
・環境調査として、貯水池及び高瀬川において、動植物調査の現地調査を実施予定。

調査検討の概要（表2-1）

・平成26年度に大町ダム等再編事業（実施計画調査）の新規事業採択時評価を実施し、平成27年度から実施計画
調査に着手し、調査、検討を実施中。 (表2-1)

・実施計画調査では、これまでに土砂対策検討として高瀬ダム貯水池への粒径別流入土砂量の検討、土砂搬出計
画の検討等を実施。(表2-1)

・これまでの実施計画調査の成果（土砂対策箇所の追加検討等）及び社会情勢の変化（平成28年度からの電力全
面自由化等）を踏まえ、安定的な治水・利水機能を発揮するための土砂対策の見直しが必要となった。

・引き続き、共同事業者（予定）と調整を図り、最適な土砂対策計画の検討等を実施しているところ。
平成29年度末まで 執行済額約6億円、進捗率3%

たか せ

たか せ がわ

たか せ がわ

たか せ がわ

たか せ



４．事業の投資効果
（１）算出の流れ・方法

－5－

・総便益(B)は、評価対象期間における年便益の総和及び評価対象期間終了時点における残存価値を加算し算定。
・総費用(C)は、事業着手時点から整備が完了に至るまでの建設費と評価対象期間内での維持管理費を加算し
算定。(図3-1)

事業期間に加え、事業完了後50年間を評価対象
期間として、評価対象期間における年便益の総
和及び評価対象期間終了時点における残存価値
を加算し総便益(B)とする。

●氾濫計算
計画規模の洪水及び発生確率が異なる複数洪水を
選定して氾濫シミュレーションを実施し、想定氾
濫区域を求める

氾濫シミュレーション結果に基づき、流量規模
別の想定被害額を算出

●直接被害
・一般資産被害
（家屋、家庭用品、事業所資産等）
・農作物被害
・公共土木施設等被害

●間接被害
・営業停止損失
・家庭における応急対策費用
・事業所における応急対策費用

●被害軽減額
事業を実施しない場合と実施した場合の差分

●年平均被害軽減期待額
流量規模別の区間平均被害額にその洪水の区間
確率を乗じて、計画対象規模まで累計すること
により算出

●残存価値
ダムについて残存価値を算出

総費用(C)の算出

総費用(C)

費用対効果（B/C）の算出

建設費の算出

維持管理費の算出

＋

＝

想定氾濫区域の設定

想定被害額の算出

年平均被害
軽減期待額

総便益(B)
の算出

総便益(B)

残存価値の算出

洪水調節の便益

＋

＝

事業着手時点から治水施設完成までの建設
費を算出
■全体事業
建設費＝約82億円

治水施設完成後、評価期間（50年間）の維
持管理費を算出
■全体事業
維持管理費＝約66億円

総費用(C)＝
建設費＋維持管理費を現在価値化

■全体事業
総費用(C) ＝ 建設費＋維持管理費

＝ 約148億円

算出の流れ・方法図（図3-1）

※建設費は、治水に係る費用として、税抜き後の
全体事業費合計から容量買取額を差し引いた額に
河川分（洪水調節）アロケーション率（34.3％）
を乗じて算定した額と全体事業費の中の容量買取
額(約57.27億円)の合計約113億円を社会的割引率
(4%)を用いて現在価値化し算出。

※維持管理費は、治水に係る費用として、税抜き
後の維持管理費合計から大町ダム容量買取に伴い
発生する維持管理費を差し引いた額に河川分（洪
水調節）アロケーション率（34.3％）を乗じて算
定した額と大町ダム容量買取に伴い発生する維持
管理費(約2億円)の合計約225億円を社会的割引率
(4%)を用いて現在価値化し算出。

※評価対象期間における年便益の総和



４．事業の投資効果
（２）被害額の算出方法

－6－

・洪水氾濫による直接的・間接的な被害のうち、現段階で経済的に評価可能な下記被害の防止効果を便益として
評価。(表3-1)

治水事業の主な効果(表3-1)

分類 効果（被害）の内容

直
接
被
害

一
般
資
産
被
害

家屋 居住用・事業用建物の被害

家庭用品 家具・自動車等の浸水被害

事業所償却資産 事業所固定資産のうち、土地・建物を除いた償却資産の浸水被害

事業所在庫資産 事業所在庫品の浸水被害

農漁家償却資産
農漁業生産に係わる農漁家の固定資産のうち、土地・建物を除いた
償却資産の浸水被害

農漁家在庫資産 農漁家の在庫品の浸水被害

農作物被害 浸水による農作物の被害

公共土木施設等被害
道路、橋梁、下水道、都市施設、
電力、ガス、水道、鉄道、
電話、農地、農業用施設等

公共土木施設、公益事業施設、農地、水路等の農業用施設等の浸水
被害

間
接
被
害

稼働被害
抑止効果

営業停止
損失

事業所 浸水した事業所の生産停止・停滞（生産高の減少）

公共・公益サービス 公共・公益サービスの停止・停滞

事後的被害
抑止効果

応急対策
費用

家庭
浸水世帯の清掃等の事後活動、飲料水等の代替品購入に伴う新たな
出費等の被害

事業所 家庭と同様の被害

・資産データ：平成22年度国勢調査、平成21年度経済センサス、平成26年度国土数値情報、平成22年度（財）日本建設情報総合センター



４．事業の投資効果

●大町ダム等再編事業に関する総便益(B)

●算定結果（費用便益比）
※社会的割引率（年4%）を用いて現在価値化を行い費用を算定

※表示桁数の関係で費用対便益算出資料と一致しない場合がある

全体事業に対する総便益(B) 

①洪水調節便益 約1,990億円

②残存価値 約1億円

③総便益(①+②) 約1,991億円

全体事業に対する総費用(C)

③建設費 約82億円

④維持管理費 約66億円

⑤総費用(③+④) 約148億円

●大町ダム等再編事業に関する総費用(C)

便益の現在価値化の合計＋残存価値
B/C ＝

建設費の現在価値化の合計＋維持管理費の現在価値化の合計
＝13.4（全体事業）、13.6（残事業）

・大町ダム等再編事業の全体事業の総便益は約1,991億円、総費用は約148億円、B/Cは13.4。
・残事業の総便益は約1,991億円、総費用は約146億円、B/Cは13.6。

●感度分析
項目

残事業費 残工期 資産

+10% -10% +10% -10% +10% -10%

費用対便益
（全体事業） 12.5 14.2 13.4 13.5 14.8 12.1

（残事業） 12.6 14.4 13.6 13.7 15.0 12.3

－7－

（３）費用対効果分析

残事業に対する総便益(B) 

①洪水調節便益 約1,990億円

②残存価値 約2億円

③総便益(①+②) 約1,991億円

残事業に対する総費用(C)

③建設費 約80億円

④維持管理費 約66億円

⑤総費用(③+④) 約146億円

※前回評価（平成26年度新規事業採択時評価）時点B/C（10.4）より増加しており、主なB/Cの増加要因としては、家屋1m2当たり評価額の上昇等があげられる。

※
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しない場合
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軽減
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被害
軽減
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382.7km2

４．事業の投資効果

信濃川水系河川整備計画の整備の目標と同規模の
洪水おける想定氾濫区域[千曲川・犀川下流部]（図3-2）

－8－

（４）事業の投資効果

・大町ダム等再編事業による効果発現時点において、信濃川水系河川整備計画の整備の目標と同規模の洪水を想
定した場合、大町ダム等再編事業を実施しない場合、浸水戸数90,474戸、浸水面積399.6km2となる。(図3-3)

・大町ダム等再編事業を実施した場合、浸水戸数88,030戸、浸水面積382.7km2へ軽減される。(図3-3)

大町ダム等再編事業を実施した場合

被害数量は千曲川・犀川
流域のみ計上

信濃川中流域の数値は
含めていない数値は速報

値

大町ダム等再編事業を実施しない場合

立ヶ花地点
（基準地点）

たて が はな

■
立ヶ花地点
（基準地点）

たて が はな

■

大町ダム等再編事業による効果(図3-3)

※計算にあたって、河道条件は大町ダム等再編事業による効果
発現時点のものを採用している。

※計算にあたって、河道条件は大町ダム等再編事業による効果
発現時点のものを採用している。
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1

４．事業の投資効果
（５）貨幣換算できない効果について（試行）

・貨幣換算できない想定死者数､災害時要援護者数､最大孤立者数､電力停止による影響人口の変化について算定。
・大町ダム等再編事業による効果発現時点において、昭和58年9月洪水と同規模の洪水を想定した場合、大町ダム

等再編事業を実施しない場合、千曲川・犀川流域では、想定死者数が398人(避難率40%)、災害時要援護者数が
26,788人、最大孤立者数が33,713人(避難率40%)、電力停止による影響人口が44,301人と想定されるが、大町ダ
ム等再編事業を実施した場合、想定死者数が357人、災害時要援護者数が25,279人、最大孤立者数が32,032人、
電力停止による影響人口が41,709人に軽減される。（図3-4）

さい がわ

指標 想定死者数 災害時要援護者数 最大孤立者数 電力停止による影響人口

対
象

・浸水深0cmを上回る浸水区域に居住する
人口

・浸水深0cmを上回る浸水区域に居住する
人口

・浸水深30cm以上に居住する災害時要援
護者

・浸水深50cm以上に 居住する災害時要
援護者以外

・浸水により停電が発生する住居等の居
住者

算
定
条
件

・「LifeSimモデル※」を活用し、浸水深
や高齢者数、建物の階層により算出

・避難率は0%、40%、80%の3パターン

・高齢者（65歳以上）、障がい者、乳幼
児（7歳未満）、妊婦等人口を算出

・氾濫発生時における時系列孤立者数の
最大値を算出

・避難率は0％、40％、80％の3パターン

・浸水深70cmでコンセントが浸水し、屋
内配線が停電する

・浸水深100cm以上で9割の集合住宅等に
おいて棟全体が停電する

・残り1割の集合住宅等については、浸水
深340cm以上の浸水深に応じて、階数毎
に停電が発生

※米国陸軍工兵隊がハリケーン・カトリーナで
の人命損失検証のために採用したモデル

－9－
大町ダム等再編事業による効果[千曲川・犀川流域](図3-4)

各指標の対象及び算定条件(表3-2)

出典：水害の被害指標分析の手引（H25試行版） 平成25年7月

398人

357人

26,788人

25,279人

33,713人

32,032人

44,301人

41,709人

被害
軽減

被害
軽減

被害
軽減

被害
軽減
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出典：国勢調査

人口 世帯数

５．事業を巡る社会経済情勢等の変化

・想定氾濫区域内にかかる長野県内の市町村の人口は横ばいであるが、世帯数は増加傾向である。(図4-1)
・信濃川上流部は、資産の集中する長野市や北陸新幹線、長野自動車道、上信越自動車道などの高速交通機関

をはじめとした交通基盤整備により広域交通体系の結節点としての拠点性、地域優位性を持っている。
信濃川中・下流部は、政令指定都市新潟市、地方都市の長岡市や関東、北陸、中部等の各地域を結ぶ基幹交
通ネットワークを構成する上越新幹線、北陸自動車道、関越自動車道、国道8号、国道17号等の交通網が発
達しており、地域の経済活動や物流にとって非常に重要なエリアである。(図4-2)

－10－

信濃川上・中・下流部の交通基盤整備状況（図4-2）

想定氾濫区域内にかかる長野県内の市町村人口・世帯数の推移（図4-1）

（１）地域開発の状況

信
濃
川
下
流
部

信
濃
川
中
流
部

信
濃
川
上
流
部

信濃川 魚野川

信濃川流域

大河津分水路

新潟県
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富山県

山梨県

信越本線

北しなの線

信越本線

越後線
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只見線

飯山線
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篠ノ井線

中央本線

日東道

磐越道

北陸道
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上信越道

日本海

上越新幹線

北陸新幹線

主要都市

新幹線

鉄道

高速道路

国道

凡 例

長野県

対象市町村：（飯山市、中野市、長野市、須坂市、千曲市、上田市、安曇野市、
松本市、小布施町、坂城町、野沢温泉村、木島平村、生坂村）

須坂市

小布施町

中野市飯山市

木島平村

野沢温泉村

千曲市

坂城町
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いく さか
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上田市

長野市
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魚沼市

小千谷市

長岡市
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燕市

新潟市



－11－洪水ハザードマップ（長野市）（図4-3）

（２）地域の協力体制、関連事業との整合

◇地域の協力体制
・水防法に基づき、洪水浸水想定区域図を公表している。また自治体はその情報を基に、洪水時の避難場所等
について住民に周知する「洪水ハザードマップ」を作成・公表している。（図4-3）

◇関連事業との整合
・大町ダム等の既設ダムの有効活用に関する調査・検討については、平成26年1月6日に策定された信濃川水系

河川整備計画（大臣管理区間）に位置付け。

◇沿川自治体

・高瀬川沿川自治体である大町市、安曇野市、池田町、松川村と犀川下流の長野市、生坂村の６市町村で構成

する「大町ダム等再編事業促進期成同盟会（平成28年4月設立）」から「既設ダムの有効活用により洪水調

節機能を確保、強化する本事業の積極的かつ速やかな推進」を趣旨とする要望書が提出されている。

・千曲川流域沿川自治体で構成する「千曲川改修期成同盟会」からは「犀川上流の既設ダムの有効活用による

洪水流量の低減」、「犀川直轄改修期成同盟会」からは「大町ダムの有効活用による新たな洪水調節機能の

確保」について要望書が提出されている。

さい がわ

あ づみ の いけ だ まつ かわ いく さか

さい がわ

さい がわ

（図4-4）

大町ダム等再編事業促進期成同盟会の要望書（図4-4）

５．事業を巡る社会経済情勢等の変化



６．対応方針（原案）

事業の進捗の見込み

・本事業の実施においては、犀川、千曲川、信濃川の治水安全度の向上のために、新たに洪水調節機能を確保
することの重要性に鑑み、効果の継続的発現に向けた最適な土砂対策計画等について検討している。

・事業の推進に対する地元からの強い要望もあることから、今後も引き続き計画的に事業の進捗を図ることと
している。

－12－

事業の必要性等に関する視点

事業を巡る社会情勢等の変化
・想定氾濫区域内にかかる長野県内の市町村の人口は横ばいであるが、世帯数は増加傾向である。
・信濃川上流部は、資産の集中する長野市や北陸新幹線、長野自動車道、上信越自動車道などの高速交通機

関をはじめとした交通基盤整備により広域交通体系の結節点としての拠点性、地域優位性を持っている。
信濃川中・下流部は、政令指定都市新潟市、地方都市の長岡市や関東、北陸、中部等の各地域を結ぶ基幹
交通ネットワークを構成する上越新幹線、北陸自動車道、関越自動車道、国道8号、国道17号等の交通網が
発達しており、地域の経済活動や物流にとって非常に重要なエリアである。

事業の投資効果
・信濃川水系河川整備計画の整備の目標と同規模の洪水を想定した場合、大町ダム等再編事業により、浸水
戸数90,474戸から88,030戸、浸水面積が399.6km2から382.7km2へ軽減される。

・費用対便益は、全体事業で13.4であり、残事業で13.6である。
事業の進捗状況
・平成27年度から実施計画調査に着手。
・実施計画調査では、これまでに土砂対策検討及び環境調査等を実施。
・これまでの実施計画調査の成果及び社会情勢の変化を踏まえ、引き続き、共同事業者（予定）と調整を図
り、最適な土砂対策計画の検討等を実施しているところ。

・平成29年度末まで執行済額約6億円 進捗率は3％。



６．対応方針（原案）

長野県：大町ダム等再編事業に関する国の対応方針（原案）については、異存ありません。
なお、当該事業の実施にあたっては、引き続きコスト縮減に努め、効果が早期に発現されるよう、事
業の着実な推進をお願いします。

新潟県：県民の命と暮らしを守り、豊かな新潟県を創るため、事業の継続を望みます。

・信濃川上流部においては、近年では平成16年10月、平成18年7月、平成25年9月の洪水により浸水被害等が発
生していることから安全・安心な川づくりについて、地元からは本事業の推進に対する強い要望がある。

・また、流域には資産の集中する長野市、政令都市新潟市、長岡市等の主要都市を有し、新幹線、自動車道等
の交通網が整備されており、これら人命、資産を洪水被害から防御する「大町ダム等再編事業」は沿川の地
域発展の基盤となる重要な事業である。

・事業を継続することにより、洪水に対する安全度の向上が期待でき、事業の費用対効果も十分に見込める。

関係する地方公共団体等の意見

対応方針（原案）：事業継続

－13－

・実施計画調査では、新たに確保する洪水調節機能を安定的に発揮するために、土砂対策における最適な土砂
搬出・処理計画等の検討において、新工法、新技術の採用等によりコスト縮減に努める。

コスト縮減や代替案立案等の可能性


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15

